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目 指 す 学 校 像 児童生徒一人一人が豊かに成長・発達し、保護者・地域とともに育つ学校       
※学校関係者評価実施日とは、最終回の 

 学校評価懇話会を開催し、学校自己評 

 価を踏まえて評価を受けた日とする。        

達 

成 

度 

Ａ ほぼ達成(８割以上)  

重 点 目 標 

１ 一人一人のニーズに応じた指導・授業の充実 
２ 卒業後を見通した一貫性かつ連続性のあるキャリア教育の充実 
３ 地域性を活かし、社会に開かれた学校づくりの推進 
４ 安全で安心できる環境と、元気で活気のある学校づくりの推進  

 Ｂ 概ね達成(６割以上)   
出席者 学校関係者     ７名 

    生徒        ３名 

    事務局(教職員)   ８名 

 Ｃ 変化の兆し(４割以上)   

 Ｄ 不十分(４割未満)   

   ※ 重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。 

   ※ 番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。 
         

学 校 自 己 評 価  学 校 関 係 者 評 価 

年 度 目 標 年 度 評 価 （  ２ 月  １ 日  現 在 ）  実施日 令和８年２月２５日 

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策  学校関係者からの意見・要望・評価等 

1 

・一人一人のニーズを把
握するとともに、自立活
動や将来を見据えた授業
づくりを行う必要があ
る。（本校） 
 
 

・的確な実態把握のも
と、今の課題と先を見据

えた授業づくり及び教育
課程の評価改善に取り組
めたか。 

①児童生徒・保護者のニーズを
的確に把握した授業づくりに取
り組む。 
②自立活動部と連携し、教材の
充実や共有システムなどの環境
整備を進める。 

・面談等を通じ、児童生徒本人及び保護者のニー
ズを把握して指導を進めることができたか。
（保護者・教員アンケート） 
・自立活動の課題を明確にし、一人一人の実態に
応じた指導を行うことができたか。（教員アン
ケート） 

・児童生徒の実態を把握し、保護者の教育的ニーズ
を踏まえ授業づくりを行った。 
（保護者アンケート：達成・おおむね達成９７％教
員アンケート：達成８７％概ね達成１３％） 
・自立活動の課題を明確にし、一人一人の実態に応
じた指導を行った。外部専門家や自立活動専任の助
言を受け研究を進めることができた。（教員アンケ
ート：達成できた２７％概ね達成できた６７％） 

A 

・今後も保護者と共通理解を図り
ながら教育支援プランを作成し、
キャリアプランの視点を意識した
授業作りに取り組んでいく。 
・児童生徒の中心課題を明確に
し、個別の指導計画に具体的な目
標設定をしていく必要がある。 
 
・教科会を設定し、教科毎の体制
づくりは整えることができたが、
修正や振り返りができるよう、複
数回の設定が必要である。 
・教育課程の適切な運営に向け、
教育課程委員会の設定を増やして
いく。 

 

・一人一人の子どものニーズに対応した授業
を実践されています。 
・世代や立場を超え教育の質の向上が今後も必
要となると思います。 
・精神疾患のお子さんが増加傾向にあります
が、学校単独では難しく地域や家庭の協力が必
要になっていくと思われます。 
・各学部の交流会は有意義であり今後も継続す
べきです。 
・教員・保護者・地域・民間が一体となって教
育を考えていく必要があり、支えていきたいで
す。 
・教員アンケートの回収率の低いことに驚きま
した。 

・指導段階表を活用した
系統性のある授業づくり
を行う必要がある。 
（分校） 

・生徒一人一人の教育的
ニーズに応じた教育活動
ができたか。 
・カリキュラムの見直し
をすることができたか。 

・指導段階表と年間指導計画を
活用し、緊密に連携したチーム
ティーチングで授業に臨む。 
・多年にわたる教科・特別活動
の横断的で効果的な指導・支援
計画を作成する。 

・教育支援プラン等を通じて生徒一人一人の教育
的ニーズを保護者と共有し、教育活動を展開す
ることができたか（保護者アンケート）。 
・次年度に向けて、学年ごとのねらいやニーズに
沿った、カリキュラムの内容を検討することが
できたか。 

・教育支援プランを通じて教育的ニーズを保護者と
共有し、指導段階表等に基づいたチームティーチン
グで授業を進めることができた。（保護者アンケー
ト：ほぼ達成 58% 概ね達成 42%） 
・教育課程委員会 3 回、学年会 3 回を通じて、各学
年に応じたニーズを整理し令和 9 年度に向けた教育
課程を検討することができた。 

A 

２ 

・児童生徒の実態に応じ

たキャリア教育を推進す

る必要がある。（本校） 

・教育支援プラン作成時

に卒業後の進路を意識し

た計画を作成し、保護者

に適切な情報を提供でき

たか。 

キャリアプランニングマトリク

スを活用し、各学部で発達段階

に応じた系統的な進路指導を行

い、一貫性かつ連続性のあるキ

ャリア教育を推進する。 

・保護者との面談で、CPM を活用し個々の発達段
階に応じたキャリア教育を推進できたか。 
・各学部の児童生徒のニーズを踏まえ、進路説明
会や個別面談時に情報提供を行うことができた
か。 

・保護者との面談で、CPM を活用し個に応じたキャリ
ア教育を推進できた。（保護者アンケート：達成で
きた５４％ 概ね達成できた３５％）（教員アンケ
ート：達成２９％ 概ね達成できた６８％） 
・進路指導部や高等部を中心に進路説明会や個別面
談等で情報提供を行うことができた。（保護者アン
ケート：達成６７％ 概ね達成３０％教員アンケー
ト：達成６４％概ね達成３６％） 

A 

・全ての教員にキャリア教育につ
いての理解が必要である。特に、
小学部からの系統性を意識してい
くことが必要だ。 
・ 
進路指導部を中心とした情報提供
は適宜行っていく必要がある。 
 
・引き続き、生徒の多様な進路実
現に向けて、学びの場の開拓を進
めていく必要がある。 
・進路指導部を中心に保護者への
情報提供の拡充と方法について検
討していく。 

 

・キャリア教育は、高等部に入ってからという
ことではなく、早い段階からの情報収集が大切
です。その意味でも保護者への情報発信が素晴
らしい。 
・企業としては、出席日数を確保することが大
前提です。その上で作業能力というよりむしろ
人間関係の構築が重要になります。あいさつ、
約束や時間を守る、困ったときに相談すること
が大切で学校にお願いしたい部分です。 
 

・生徒の卒業後を見通し
た学びの場の開拓と保護
者のニーズに合わせた情
報提供が必要である。
（分校） 

・生徒の自己理解を深め

るため、実習先等を積極

的に開拓できたか。 

・保護者の進路に対する

理解啓発ができたか。 

・現場実習先、職業体験先の開

拓に加え、「職業」各班の外部

活動を充実させていく。 

・進路ガイダンス、進路だより

発行など計画的に行っていく。 

・実習先等を開拓し、現場実習や職業体験、「職
業」各班が外部と連携した活動を滞りなく実施
することができたか。 
・進路ガイダンス等、保護者のニーズに応じた、
進路の情報提供ができたか（保護者アンケー
ト）。 

・現場実習、職場体験は 21 事業所を新たに開拓し、
「職業」では外部販売を新たに 5 回実施するなど、
生徒の学びの場を広げることができた。 
・年 4 回の進路ガイダンス等を実施した。また、面
談や 11 回の進路だよりを通じて保護者へ進路の情報
提供をすることができた。（保護者アンケート：ほ
ぼ達成 49% 概ね達成 47% 変化の兆し 4%） 

A 

３ 

・情報発信を行うととも
に地域資源を活用して、
教育活動を充実させる必
要がある。（本校） 

・地域との関わり・関係
機関との連携を図り、教
育活動に活用できたか。 
 

HP を活用した情報発信を行う。

近隣学校や地域の方と交流する

教育活動の充実を図る。 

・HP の適宜更新により学校の取組について周知
することができたか。交流した際には相手側の
意見・感想も聞きながら改善につなげる 
・巡回指導等、特別支援学校のセンター的機能に
よる連携を図ることができたか。 

・学校の取組について HP を適宜更新、各種通信を発
行し周知できた。（保護者アンケート：達成５８％
概ね達成３９％） 
・特別支援学校のセンター的機能による地域との連
携を図ることができた。 

A 

・HP の更新は行っているが、閲覧
件数が伸びていない。今後は、HP
の閲覧件数の向上が必要となる。 
 
 
・大学のボランティア受け入れは
まだ少数であるため、連携を深め
ていく。 
・宮代高校との交流及び共同学習
は安定してきている。一方で形骸
化しないよう、相互に目的を確認
する必要がある。 

 

・情報発信については、電子の方が良いと思い
ます。 
・発信方法というよりそもそも読まないのであ
れば、電子でも紙でも同じことです。もっと学
校に興味を持っていただくことが大切です。 
・簡略できるものとそうでないものの区別も大
切です。連絡帳は紙でのやり取りの方が先生と
のコミュニケーションツールとしてありがたい
です。 
・地域のクリーン活動に教職員の方々が、御協
力いただきありがとうございました。 

・センター的機能による
地域貢献や宮代高校との
交流及び共同学習により
分校の認知を広げる必要
がある。（分校） 

・近隣の中学校、高校、
大学のへニーズに応じた
連携ができたか。 
・宮代高校との交流及び
共同学習を推し進めるこ
とができたか。 

・中学校向けに学校説明会を実
施し、高校、大学へ特別支援教
育に係る情報提供を行う。 
・文化祭、体育祭、修学旅行な
ど学校行事を中心に交流及び共
同学習を深めていく。 

・学校説明会等の参加人数を増やし、高校や大学
のニーズに適切に対応することができたか。 
・宮代高校との交流及び共同学習の回数を増や
し、教育効果を高めることができたか（教員ア
ンケート）。 

・昨年度に比べ、10 月までの学校説明会等参加者は
130 名から 162 名に増加し、高校への支援は 13 回か
ら 23回と増え、地域に貢献することができた。 
・交流及び共同学習の回数は例年並みだったもの
の、計画的に文化祭、修学旅行等を実施し、共生社
会・県民のつどいでは宮代高校と合同でステージ発
表をすることができた。（教職員アンケート：ほぼ
達成 42% 概ね達成 38% 変化の兆し 12% 不十分 8%） 

A 

４ 

・職員間での業務の均衡
化と、学校事故防止のた
めの研修及び情報共有に
ついて充実を図る必要が
ある。 
 

・時間外在校時間月 45 時
間以上の延べ人数を減ら
すことができたか。 
・健康教育・安全教育と
事故防止をはじめとする
危機管理体制の見直しが
できたか。 

・ヒヤリハット報告、不祥事防
止ミニ研修等をとおして事故等
を「自分事」と捉える意識を高
める。 
・働き方改革を推進し、困難な
課題にもチームワークよく組織
的に取り組む 

・分掌・学部の会議をスリム化することやノー
会議デイを年間３５回以上設定することができ
たか。 
・毎月の安全点検、計画的な防災訓練、不祥事
防止ミニ研修等が適切に実施できたか。（実施
回数、教員アンケート） 

 

・ノー会議デイを適切に設定できたが、業務量が増
えているため、ノー会議デイに臨時の会議を入れざ
る得ない状況が続いた。（教職員アンケート：達成
２６％概ね達成３９％変化の兆し３５％） 
・不祥事防止ミニ研修を毎月行うことができた。不
祥事事案はゼロであった。安全点検を適切に実施
し、防犯防災訓練を適切に行うことができた。重大
事故はゼロであった。 

B 

・業務量が変わらない中での働き
方改革は難しい。業務の見直しが
必要である。 
 
 
 
 
・月毎の時間外在校時間が 45 時
間超過した教職員数が多い月は学
期始めのため、円滑な引継ぎに向
け業務整理をしていく。 
・引き続き、不祥事防止に係る研
修を実施し、分校版危機管理マニ
ュアルが徹底できるよう、校内で
周知する必要がある。 

 

・業務量の見直しができればよいと思います。
ただ、学校単位でこれ以上の削減が難しいのも
現実です。 
・先生たちが元気でなければ働き方改革の意味
はないです。 
・時間が無制限にあるわけではないので、でき
ることを精選する必要があります。 
・ノー会議デイは、そもそも設定すること自体
意味があるのかと思います。ノー会議デイの目
標を学校全体での会議を入れない日としてみて
はどうでしょうか。 
・重大事故・不祥事ゼロは素晴らしいです。引
き続きお願いします。 
・本校の校舎の老朽化が目立ち教育環境が良く
ないと思います。また、熱中症対策を県に申し
入れていくことも必要だと思います。 

・教員の負担軽減による
ゆとりある校務の実現と
分校版危機管理マニュア
ルの整備が必要である。
（分校） 

・時間外在校時間、月 45
時間以上の延べ人数を減
らすことができたか。 
・学校事故、不祥事防止
等に対して、教職員の意
識を高めることができた
か。 

・ノー会議ノー残業デー等の設

定を継続し、業務の効率化を目

指す。 
・不祥事防止研修を実施し、関
係分掌により危機管理マニュア
ルを完成させる。 

・整理した業務が適切に分担され、ノー会議ノ
ー残業デーを 20 日以上設定することで、業務
の効率化を進めることができたか。 
・定期的な不祥事防止研修を活用し、危機管理
マニュアルを完成させる取り組みにより、教職
員の意識を向上させることができたか（教員ア
ンケート）。 

・ノー会議ノー残業デーは 18 日設定に止まったもの
の、業務分担を明確にすることにより、4～12 月まで
月毎の時間外在校時間が 45 時間超過した教職員延べ
人数は、昨年度の 1／3 に減少した。 
・不祥事防止に係る研修を 12 月までに 16 回実施
し、分校版危機管理マニュアルの完成をとおして、
教職員の不祥事や学校事故などに対する意識を高め
ることができた。（教職員アンケート：ほぼ達成 75% 
概ね達成 21% 変化の兆し 4%） 

A 



                                                                            （Ａ３判横） 
 


